予算要求資料
平成29年度当初予算支出科目　款：教育費　項：大学費　目：情報科学芸術大学院大学費　　　
	事業名　新ＩＡＭＡＳ「知のグローバル拠点化」事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　情報科学芸術大学院大学　事務局教務課　電話番号：0584-75-6600（内8223）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c21905@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  　　9,184千円（前年度予算額：　　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	9,184
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,184

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
少子化の進行に伴い、全国の大学間で受験生獲得競争が激化しており、ＩＡＭＡＳ（本学）の一層の魅力づくりが喫緊の課題となっている。

一方、ＩｏＴや人工知能など産業・就業構造に変革をもたらす「第４次産業革命」の時代を迎えるなか、本学は開学時から「メディア表現」分野の先駆けではあるが、同分野は世界的な規模で飛躍的な進化が生じている。今後とも引き続き、先頭に立って同分野をリードしていくことが、本学の一層の魅力向上につながる。
＜技術革新の事例＞
・ＩｏＴ、ＡＩ技術等の活用（例：ロボット、ドローンなど）
・ＶＲ（仮想現実）やＡＲ（拡張現実）技術の商業化（例：プロジェクションマッピング、観光案内ツール、生活用品の利便性向上など）　他
併せて、第４次産業革命に対応した高度な人材育成を行うための教育研究体

制の構築が急務であり、時代に先駆けた新たなメディア表現の教育研究に取組むとともに、これまでの成果を国内外に向けて発信していくことで、本学の魅力向上を図り、優秀な学生の獲得に資するものである。

（２）事業内容

　　「創造する知の獲得と実践力」を目指して、より高度なメディア表現教育を行う、教育内容のグローバル化・高度化に取り組む事業を行う。
　　①　新　世界トップクラスとの交流（レジデンス事業）
国内外で活躍しているトップレベルのメディアアーティスト、デザインエンジニア等を一定期間本学に招聘する。滞在期間中の作品制作・発表等や学生、教員及びソフトピアジャパン内企業等との交流を通じて、本学の教育研究レベルの向上を図るとともに、地元企業の製品開発等ビジネスチャンスの拡大につなげる。
②　新　魅力ある研究環境の整備
　○より高度な研究体制の構築検討
　　修士研究をより深化させたい学生ニーズへの対応、世界から優秀な学生の積極的な受け入れ、そして、本学の知の拠点としてのさらなる確立を目指して、博士課程設置について検討する。
③　継続　海外研修・研究の実施　※教員海外研修費、学生海外派遣事業費で別途計上
　教員の海外研修、学生のリンツ美術工科大学への派遣
（３）県負担・補助率の考え方
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	3,885
	招聘者報償費、学生バイト謝礼　他

	旅費
	705
	教職員業務旅費

	需用費
	  1,252
	パンフレット、チラシ等印刷製本費、消耗品費

	役務費
	   740
	通訳料、送料、廃棄物処分料

	委託料
	2,220
	企画運営委託、会場設営委託、作品・材料等移送委託、

教員資格調査委託

	使用料及び賃借料
	382
	会場使用料、タクシー借上料、バス借上料

	合計
	 9,184
	


	　決定額の考え方　

　必要性及びニーズを検討した上で実施することとし、計上を見送ります。



事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　今後、少子化に伴う学生獲得競争が激化していくため、第４次産業革命に対応した、より高度な人材の育成、本学の優れた研究成果のＰＲ及び著名な国内外のデザインエンジニア等との交流など本学の一層の魅力向上を図ることで、国内外の優秀な学生の確保につなげていく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	受験者数（人）
	26
（H28）
	　　
（H　）
	　　
（H　）
	26
（H28）
	45
（H29）
	％
57.8

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　なし


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　なし


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○

	国の第４次産業革命に対応した、「岐阜県雇用・成長戦略」の今
後の方向性に沿った事業の一つである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　○

	世界トップクラスとの交流「レジデンス事業」は、既存事業の
「岐阜おおがきビエンナーレ」と一体で開催するが、事業費の棲み分けをしている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　少子化や専攻分野が競合する大学の増加、景気動向等を踏まえ、本学への出願者は横ばいから低下傾向に転じると予測されることから、一層の魅力づくりが喫緊の課題である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成２９年度に、本学の運営方針を明確にしていく。



